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第１ 即時抗告の趣旨の変更 

１ 即時抗告の趣旨第２項を次のように変更する。 

    相手方は、相手方が福井県大飯郡おおい町大島１字吉見１－１に設置してい

る大飯発電所３号機、４号機の運転を仮にしてはならない。 

２ 変更の理由 

  大飯発電所３号機、４号機は現在停止中であるので、再稼動の差し止めを求める

趣旨に変更する。 

 

第２ 大飯発電所３号機、４号機の耐震安全性は成り立たない。 

１ はじめに 

（１）本年（２０１３年）７月８日、改正原子炉等規制法が施行され、実用発電用原

子炉に関する新規制基準が適用されることとなり、相手方は、本件大飯発電所３号

機、４号機について、原子力規制委員会に対し、新規制基準に基づく適合性審査を

申請し、現在審査が行われている。 

  原子力発電所の稼動を考える場合、耐震安全性が保証されているか否かは極めて

大きな問題であり、地震多発国の我国において、耐震性に疑義が生ずればすなわち

稼動不可の判断がなされなければならない。 

（２）ところで、相手方は、この重要な耐震安全性の前提となる地震動評価について、

ダブルスタンダードを使用していることが明らかとなった。耐震性を評価する場合、

いかなる地震動に耐えうるかを計算するが、そのいかなる「地震動の評価」につい

て、科学的計算式が認められているが、その中に「武村式」（注 1）と「入倉式」（注 2）

がある。耐津波を考える場合も、津波を引き起こす地震動の評価を行う。つまり、

地震動評価は、耐震と耐津波で共通の地震動評価を前提にするはずである。 

注1 武村雅之氏が１９９８年に、日本周辺で実際に起こった地殻内地震動を分析して導いた評価結果（甲２０

７）で、断層長さから地震モーメントを導く式（下記Ｆｉｇ．１内に記述）と、断層面積から地震モーメン

トを導く式（下記Ｆｉｇ．３内に記述）がある。とりわけ、地震モーメントが一定以上の場合の式は、これ

までの評価が過小評価であったことを如実に示している。武村式は、地震規模が大きい場合に適合し、その

ため津波については土木学会は武村式を採用している。 
 
注2 断層面積から地震モーメントを導く式は、地震モーメントが一定値以上の場合は甲２２１の８６１頁図８内

の下側式で、そうでない場合は同上側式で示されている。これまで、いわゆる入倉レシピとして一般に認め

られてきて、相手方の断層モデル評価でも用いられているが、武村式に照らすと、入倉式では相当な過小評

価になることが明らかになった。 
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  しかし、相手方は、津波評価にあたっての津波を起こす地震動には武村式を採用

するが、耐震重要施設の安全性にかかる基準地震動は入倉式を採用し、意図的に基

準地震動を小さくする計算方法を採用して、「安全性」を作出している。以下詳論す

る。 

 

２ 耐震重要施設の耐震設計基準 

  設置許可基準規則４条３項は、耐震重要施設（設計基準対象施設のうち、地震の

発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆

への影響の程度が特に大きいもの(設置許可基準規則３条１項)）にかかる耐震設計

について、以下のように定めている。 

耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれ

がある地震による加速度によって作用する地震力（以下「基準地震動による地

震力」という。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければな

らない。 

  すなわち、耐震重要施設にあっては、基準地震動を適切に設定した上で、基準地

震動による地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがないように設計されてい

なければならないというのが設置許可基準規則上の要求である。 

  ところが、相手方は大飯発電所３号機及び４号機にかかる新規制基準に対する適

合性審査申請において、津波評価に当たっては津波を起こす地震動評価に「武村式」

を適用していながら、耐震重要施設の安全性にかかる基準地震動の設定にあたって

は「入倉式」を適用するという二重基準をとっており、その結果として、基準地震

動について大幅な過小評価をしている。もし、基準地震動の設定にあたり津波の場

合と同様に「武村式」を適用すれば、基準地震動は相手方の前記申請における数値

の約４．７倍となり、機器・施設の耐震安全性は全く成り立たないことが明らかで

ある。 

  大飯３・４号機の地震動に関しては、これまで申立人らはＦｏ-Ａ－Ｆｏ-Ｂ断層

及び熊川断層が連動（３連動）すると主張し、それに基づいて現行の基準地震動を

見直すべきだと主張してきた。しかし、相手方は適合性審査においてＦｏ-Ａ及びＦ

ｏ-Ｂ断層が連動（２連動）するとの前提で地震動の評価を行っている。そこで、以

下、この相手方が主張する２連動を前提とした地震動評価によるとしても、「武村式」
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を適用すれば、耐震安全性は成立しないことを示すものである。 

 

３ 相手方の適合性審査における二種類の地震動評価 

（１） 津波による損傷防止（設置許可基準規則 5条）における地震動評価 

相手方は、２０１３年

９月１８日の原子力発電

所の新規制基準適合性に

係る審査会合に津波評価

の報告書を提出した。そ

の資料１－４の９頁に

「簡易予測式による推定

津波の算定フロー」が書

かれており（右上図）、断

層長さＬが２２.５ｋｍ

以上の場合は「武村（１

９９８）の関係により地

震モーメントＭｏを算

定」として武村式が記さ

れている（甲２０６）。そ

の式は、断層長さＬから

地震モーメントＭｏを導

く式で、武村論文（１９９８）のＦｉｇ．１（右下図）の中に書かれている上側の式

と一致している（甲２０７）。この上側の式は、Mo が Mot 以上の場合（ただし、Mot=7.5

×1025 (dyne・cm)）に

適用される式、つまり

地震規模が大きい場合

の式である。  

実は、津波に関して

この武村式を用いて評

価すべきことは、土木
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学会が設定した方針であり（甲２２２、１－３４～１－３８頁）、相手方のみならず各

電気事業者がこの方針に従っているのである。 

（２） 地震による損傷防止（設置許可基準規則４条 3 項）における地震動評価 

ところが同じ相手方が耐震重要施設の安全性評価にあたって基準地震動を評価する

場合は、武村式ではなく入倉式を用いている。相手方は、基準地震動は新規制基準に

なってからもこれまでどおり最大加速度は７００ガルであるとして変更していない

（甲２２３、３－６９～３－７５頁）。この基準地震動は、大飯発電所の直近にあるＦ

ｏ-Ａ－Ｆｏ-Ｂ断層に基づいて導かれている。このように直近にある断層については

断層モデルが重視されており（甲２２３、３－１８頁）、Ｆｏ-Ａ－Ｆｏ-Ｂ断層を特徴

づけるパラメータは甲２２３の３－２５頁のパラメータ表（基本ケース）で与えられ

ていて、地震モーメントＭｏを与える式がＭｏ行の一番右列に書かれている。その式

がまさに入倉式であって、甲２２１の８６１頁にある図８の中に書かれている下側の

式（Ｍｏが７.５×１０２５dyne/cm 以上の場合）と一致している。結局相手方は、断

層面積Ｓから地震モーメントＭｏを計算するのに入倉式を用いていることが確認でき

た。その結果を表にすれば次表となる（単位：１Ｎ・ｍ＝１０７dyne・cm、Ｎはニュ

ートンという力の単位）。 

 ４ 基準地震動評価を「武村式」で行えば耐震安全性は成り立たない 

（１) 「武村式」によれば基準地震動が４．７倍となる。  

この表にある一

番右欄の武村式と

は、武村の式（１

９９８）によって

同じ断層面積Ｓの

場合にＭｏを計算

した結果であり、

関西電力の評価（基本ケース）（甲２２３、３－２５頁表より） 武村式による

Mo の計算値 

（N・m） 断層 断層長さ

L(km) 
断層幅

W(km) 
面積 

S=LW 
Mo 

(N・m) 
Fo-A－Fo-B 35.3 14.0 494.2 1.36×1019 6.42×1019 
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相手方による入倉式の結果の約４.７倍になっている。この武村の式は、上記Ｆｉｇ．

１が掲載されているのと同じ論文（甲２０７）のＦｉｇ．３の中に書かれていて、

やはり Mo≧Mot の場合に、今度は断層面積Ｓから地震モーメントＭｏを算出する

式である（このような大きい地震動の領域では、断層幅Ｗはほぼ一定になると考え

られている。それゆえ、Ｍｏを断層長さＬで決めるのと、断層面積Ｓ＝ＬＷで決め

ることの間に本質的な差異はないと考えられている）。その式による計算結果は右図

の右側の線で示されており、日本周辺での地震規模が大きい１０個の地殻内地震の

事実に合うように求められている。 

入倉式と武村式の関係については次図を参照されたい。なぜ武村式では入倉式よ

り大きい結果が出るのかについては、武村式は日本周辺の断層から導かれたことが

一つの理由として、入倉・三宅論文の中で指摘されている（甲２２１、８５９頁）。

いずれにせよ安全側に立つのなら、入倉式ではなく、現に津波に対して適用してい

る武村式によって地震モーメントを評価すべきである。 

 

 
次に、基準地震動に武村の式を適用すればどうなるかを検討する。相手方は、主
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に上記のＦｏ-Ａ－Ｆｏ-Ｂ断層の評価に基づいて基準地震動Ｓｓ（Ｓｓ－１）の加

速度を７００ガルに設定しているのであるが、その加速度は断層面積Ｓが与えられ

たとき地震モーメントＭｏに比例する。それゆえ、武村式を適用して地震モーメン

トＭｏが現行の４.７倍になれば、地震加速度も４.７倍になる。そうすると、それ

ら加速度に基づいて設定されている基準地震動も４.７倍になると考えるべきであ

る。つまり実際には、現行基準地震動Ｓｓの４.７倍の地震動（４.７Ｓｓ）が大飯

３・４号機を襲うと考えるべきである。 

（２）各起因事象と裕度 

各機器・設備が基準

地震動Ｓｓの何倍ま

で耐えられるかの評

価は全体的に大飯原

子力発電所３号機の

総合評価（ストレステ

スト）の中で行われて

おり、表 5-(1)-1 と表

5-(1)-2 で示されてい

る（甲２２４－１、２

０頁及び２５頁）。 

これらの表において、

例えば大破断ＬＯＣＡ

（冷却水喪失事故）とい

う起因事象は、表 5-(1)-1

の裕度欄にあるように、

基準地震動Ｓｓの１.９

９倍（１.９９Ｓｓ）まで

は起こらないことを意味している。また、表 5-(1)-2 内のＳＦＰとは使用済燃料ピッ

ト（プール）のことで、２Ｓｓまでは損傷が起こらないことを意味している。これ

らの結論は、甲２２４－１の２７頁に評価結果のまとめとして記述されていて、ク

リフエッジ（地震によって燃料が損傷する最小の耐震裕度）は、炉内燃料について
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は１.８０Ｓｓ、使用済燃料ピット内の燃料については２Ｓｓ、プラント全体につい

ては１.８０Ｓｓであると特定されている。 

（３）各設備・機器の裕度 

また、これらに関する機器・設備ごとの詳しい評価は、添付資料５－（１）－６

の表で示されており（甲２２４－２）、ここではそのうちの１／１６頁の表（海水系

部分）と８／１６（高圧注入）及び９／１６頁の表（格納容器部分）を抜き出して

次表で示す。表内に書かれているとおり、これらの設備・機器はすべて耐震Ｓクラ

スであり、それらの破損は原子炉の安全性にとって決定的に重要な意味をもつ。こ

れによれば、海水系配管は２.５８Ｓｓを超えると破損して補機冷却系が停止し、格

納容器スプレイ系配管は２.５８Ｓｓを超えると破損して格納容器内圧力が上昇す

る。 
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（４） どのような事態が招来するのか 

これらの評価結果は次のことを意味している。武村式による評価で地震加速度が基

準地震動Ｓｓの４.７倍になったとすると、上の２つの表で示された裕度をはるかに超

えてしまい、最左欄にある起因事象が発生することになる。例えば、１次冷却水系管

が破断し大ＬＯＣＡが発生する。それでも緊急炉心冷却系（ＥＣＣＳ）の高圧注入ポ

ンプは裕度が１.８１しかなく働かないので炉心溶融が起こり、溶融炉心（燃料部）が

原子炉容器の底を突き抜けて格納容器内に落下する。格納容器内を冷やして圧力を下

げるための系統（格納容器スプレイ系）も働かないので格納容器が破損して放射能が
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大気中に大量に放出される。海水による冷却系も働かず、使用済燃料ピットの冷却系

統も働かないため、使用済燃料被覆管のジルコニウムが酸化し、大規模な火災が発生

して使用済燃料内の放射能が大気中に放出される。外部電源も非常用電源も働かない。

まさに、福島第一原発事故をはるかに超える過酷事故が発生するのである。 

武村式によれば、実際に大飯原発のごく近くにあるＦｏ-Ａ－Ｆｏ-Ｂ断層が動くだ

け（２連動）でも、このような巨大地震動が大飯原子力発電所３号機及び４号機を襲

い、過酷事故の発生が不可避となる。 

 
５ 耐震設計基準違反で稼動は許されない。 

前記の通り、耐震重要施設にあっては、基準地震動を適切に設定した上で、基準

地震動による地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがないように設計され

ていなければならないことが設置許可基準規則４条３項によって求められている。 

しかし、大飯原子力発電所３号機及び４号機においては、以上の通り基準地震動

の評価が不適当であって基準地震動の評価値が過小評価になっているため、設置許

可基準規則４条３項に適合していないから、再稼動は許されない。 

 

第３ 相手方は「将来活動する可能性のある断層等」と評価される台場浜トレンチ内

のずれについて、重要な安全機能を有する施設の安全機能が重大な影響を受けるお

それがないことについて検討していないこと 

 

１ 有識者会合の直近の議論の内容と新たな問題点の発生 

（１）本年１１月１５日に開かれた原子力規制委員会の「大飯発電所敷地内破砕帯の

調査に関する有識者会合 第７回評価会合」は、「新Ｆ－６破砕帯」について、有識

者会合として「将来活動する可能性のある断層等」でないと判断する旨の評価書の

案を出し（甲２２５、１５頁）、審議の最後に島崎委員は「概ね了承された」と述べ

審議を終えた。しかし上記評価書案の内容には重大な疑問がある。 

当日の会合で相手方は、前回議論になった山頂トレンチ内破砕帯の活動時期につ

いて、１２～１３万年前以降に活動したものではないと追加の説明を行った。しか

し重松委員からは、破砕帯の動きを示す１～２箇所の条線について、活動時期が古

いと断定できるのかとの疑問がだされ、これについては相手方が再度調査すること
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となり、最終的な決着にはいたっていない。 

さらに、渡辺委員は「新Ｆ－６の連続性は承認していない」こと、すなわち、旧

Ｆ－６と新Ｆ－６の位置が全く変わってしまったことについて、とりわけ山頂トレ

ンチから南側トレンチ以降の連続性については、「本当にそうなのか」として承認し

ていないと、当日に公表された「当初評価書案に対して有識者からいただいた御指

摘」（甲２２６）でも強調している。廣内委員は、「旧Ｆ－６と新Ｆ－６がなぜこん

なに違ってしまったのか、その理由についても評価書に記載すべき」と発言した。 

委員からのこれら意見については評価書案に盛り込まれることとなり、今後は改

定された評価書案に基づいて、他の有識者によるピアレビューが行われ、最終的に

規制委員会としての評価書がとりまとめられることとなる。改定版評価書案は現在

まだ出されておらず、今後のピアレビュー等でどのような判断がなされるのかも今

後の審議による。 

このように、Ｆ－６破砕帯に関連する評価書案の内容については疑義のあるとこ

ろであるが、一方で１１月１５日の評価会合では、本件発電所の敷地内に存在する

台場浜トレンチ内の破砕部については、山頂トレンチ内の破砕帯とはつながってい

ないが、新基準に即して「将来活動する可能性のある断層等」とすることで見解が

一致するという、大変注目すべき議論がなされた。 

このような審査の状況を踏まえ、今回新たに、台場浜トレンチ内の破砕部に注目

して、以下に新たに主張する。 

（２）甲２２５は、台場浜トレンチ内のずれ（なお、台場浜は、甲２２５、３６頁に

示されているように、本件発電所の敷地内に存在する）に関連して、「将来活動する

可能性のある断層等に該当すると考えられる」と記している（甲２２５、１６頁）。

有識者会合では、ずれの成因について、断層活動によるものか地すべりによるもの

かで意見が分かれ合意には至らなかったが、１２～１３万年前以降に生じたずれで

あることは共通の認識であるとして新基準に則して「将来活動する可能性のある断

層等」であることの合意に達した。なお、台場浜トレンチ内破砕帯については、抗

告人らの原審における本年１月２８日付主張書面（９）において詳述した。 

  評価書案（甲２２５、１６頁）では、台場浜トレンチ内のずれについて、「ただし、

台場浜には重要な安全機能を有する施設は存在せず、・・・台場浜トレンチで認めら

れた破砕部はＦ－６破砕帯とは連続せず、少なくとも敷地内の重要な安全機能を有
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する施設の方向へは連続しないと判断される」とし、台場浜トレンチ内のずれは「将

来活動する可能性のある断層等」であるが、重要施設の直下にまで続いていないと

記載しているだけである。 

  しかし、敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（甲１８３）

によると、敷地内に「将来活動する可能性のある断層等」の露頭が存在する場合、

それが重要な安全機能を有する施設の直下に無い場合でも、施設の近傍にある場合

には、地震により施設の安全機能に影響がないことを確認しなければならない。し

かるに、相手方は台場浜トレンチ内の「将来活動する可能性のある断層等」とされ

る破砕部（位置は甲２２５、３６頁）について、重要な安全機能を有する施設であ

る非常用取水路の近傍にあるにもかかわらず、前記の確認をしていないため、結局、

本件大飯３・４号機は設置許可基準規則３条３項に適合しているとはいえないこと

になる。以下詳述する。 

 

２ 敷地内及び敷地極近傍における地盤調査にかかる設置許可基準規則・審査ガイド

の記述 

（１）２０１３（平成２５）年７月１１日付抗告人ら即時抗告理由補充書（その２）、

第４（１２頁以下）で述べた通り、設置許可基準規則（甲１８２の１）３条３項は、

「耐震重要施設は、変位が生ずるおそれがない地盤に設けなければならない。」とし

ている。 

  そして、前記規則３条の「解釈」（甲１８２の２）では、「別記１」にその解釈が

まとめられている。そこでは、以下のように記載されている。 

 

「第３条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のある断層

等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。また、同項に規定す

る「変位が生ずるおそれがない地盤に設ける」とは、耐震重要施設が将来

活動する可能性のある断層等の露頭がある地盤に設置された場合、その断

層等の活動によって安全機能に重大な影響を与えるおそれがあるため、当

該施設を将来活動する可能性のある断層等の露頭が無いことを確認した地

盤に設置することをいう。 

 なお、上記の「将来活動する可能性のある断層等」とは、後期更新世以
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降（約１２～１３万年前以降）の活動が否定できない断層等とする。その

認定に当たって、後期更新世（約１２～１３万年前）の地形面又は地層が

欠如する等、後期更新世以降の活動性が明確に判断できない場合には、中

期更新世以降（約４０万年前以降）まで遡って地形、地質・地質構造及び

応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること。なお、活動性の

評価に当たって、設置面での確認が困難な場合には、当該断層の延長部で

確認される断層等の性状等により、安全側に判断すること。 

 また、「将来活動する可能性のある断層等」には、震源として考慮する活

断層のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え、支持地盤ま

で変位及び変形が及ぶ地すべり面を含む。」 

 

（２）また、「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（甲１８

３）の「3.  敷地内及び敷地極近傍における地盤の変位に関する調査」（甲１８３、

８頁）では、「3.1 調査方針」として、以下のような方針が示されている（傍線引

用者。以下同じ）。 

 

「（１）重要な安全機能を有する施設の地盤には、将来活動する可能性のあ

る断層等の露頭が無いことを確認する。」 

「（２）敷地内及び敷地極近傍に将来活動する可能性のある断層等の露頭が

存在する場合には、適切な調査、あるいはその組み合わせによって、当該

断層等の性状(位置、形状、過去の活動状況)について合理的に説明されて

いることを確認する。」 

「（３）敷地内及び敷地極近傍に将来活動する可能性のある断層等の露頭が

存在する場合には、その断層等の本体及び延長部が重要な安全機能を有

する施設の直下に無いことを確認する。なお、将来活動する可能性のあ

る断層等が重要な安全機能を有する施設の直下に無い場合でも、施設の

近傍にある場合には、地震により施設の安全機能に影響がないことを、

「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」に基づいて確

認する。」 

「（４）将来活動する可能性のある断層等とは、震源として考慮する活断層
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のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え、支持地盤まで

変位及び変形が及ぶ地すべり面が含まれる。」 

 

さらに、同「３．２ 敷地内及び敷地近傍の調査」の［解説］（甲１８３、８～

９頁）では、以下のように強調されている。 

「（１）敷地内及び敷地極近傍においては、地盤のずれによる被害が大きな問

題となるため、震源として考慮する活断層のほか、地震活動に伴って永久

変位が生じる断層に加え、支持基盤を切る地すべり面を対象とする。」 

 

  すなわち、①「将来活動する可能性のある断層等」が敷地内に存在する場合とは、

台場浜トレンチ内のずれがこれに該当するが、上記（２）に照らせば、台場浜トレ

ンチ内の「断層等」の性状(位置、形状、過去の活動状況)について相手方は詳細に

明らかにしていない。当該断層の長さについても不明である。②同解説では、「地盤

のずれによる被害が大きな問題となるため」「地すべり面を対象とする」ことをとり

わけ強調している。③さらに上記（３）で明記されているように、重要な安全機能

を有する施設の近傍にある場合は、「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査

ガイド」に基づいて地震により施設の安全機能に影響がないことを確認することが

求められている。この点について、以下に述べる。 

 

（３）「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」（甲２２７）は、設置

許可基準規則及び同解釈の「趣旨を十分踏まえ、耐震重要施設等の基礎地盤及び周

辺斜面の安定性評価の妥当性を厳格に確認するために活用すること」を目的として

いる（１頁）。 

 同審査ガイドは、「２．基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に関する安全審査の基本

方針」として、以下のことを定めている。 

 

「・想定される地震動に対して、耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの機器

及び系統を支持する建物及び構築物の安全機能が重大な影響を受けない

こと。」 

「・地震発生に伴う周辺地盤の変状による建物・構築物間の不等沈下、液
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状化、揺すり込み沈下等により、当該建物及び構築物の安全機能が重大な

影響を受けないこと。」 

「・地震発生に伴う地殻変動による基礎地盤の傾斜及び撓みにより、重要

な安全機能を有する施設が重大な影響を受けないこと。傾斜及び撓みは、

広域的な地盤の隆起及び沈降によって生じるもののほか、局所的に生じる

ものも含む。」 

 

  また、「４．３ 地殻変動による基礎地盤の変形の影響」に対する評価方針として、

以下のことを定めている。 

 

「・建物及び構築物の基礎及び躯体に対して、鉛直面内で生じる傾斜や段

差（縦ずれ）だけでなく、水平面内で生じるせん断変形や横ずれについて

も、施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないことが照査されて

いること。」 

「・地殻の広域的な変形（隆起、沈降及び水平変位）については、基礎底

面の傾斜について照査されていること。」 

「・局所的なものについては、支持地盤の傾斜及び撓みの安全性への影響

が大きいおそれがあるため、最新の科学的、技術的知見を踏まえ、安全側

の評価が行われていることを確認する。」 

 

（４）以上をまとめると、「将来活動する可能性のある断層等」が重要な安全機能を有

する施設の近傍にある場合は、①地殻の広域的な隆起、沈降等を含めて照査されて

いること、②局所的な基礎地盤変形も含めて、支持地盤の傾斜や撓みにより重要な

安全機能を有する施設が重大な影響を受けないことについて安全側に評価しなけれ

ばならないことが審査ガイド上定められており、これはすなわち設置許可基準規則

がそのことを要求している、ということである。 

 

３ 有識者会合において「将来活動する可能性のある断層等」に該当するとされてい

る台場浜トレンチ内破砕部について、相手方は重要な安全機能を有する施設が重大

な影響を受けるおそれがないことの検討を一切していないこと 
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（１）本年１１月１５日に行われた「大飯発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者

会合 第７回評価会合」において、Ｆ－６破砕帯については、有識者会合として「将

来活動する可能性のある断層等」でないと判断する旨の評価書の案を出した（甲２

２５、１５頁）。しかし、上記報告書案（甲２２５）は同時に、本件発電所敷地内の

台場浜トレンチにおいて認められる破砕部について、成因は不明であるがＭＩＳ５

の波食台形成以降に活動しており（注：ＭＩＳとは海洋酸素同位体ステージ（Ｍａ

ｒｉｎｅ Ｉｓｏｔｏｐｅ Ｓｔａｇｅ）の略語であり、現在の間氷期をＭＩＳ１

として過去に遡って氷期に偶数、間氷期に奇数の番号を振っている。ＭＩＳ５は概

ね１３万年前である）、「将来活動する可能性のある断層等」に該当すると考えられ

る旨の有識者会合としての判断を示している（甲２２５、１６頁）。前記２で述べた

基準によれば、台場浜トレンチ内の破砕部は「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構

造調査に係る審査ガイド」に基づき調査を行うべきことになる。 

 

（２）台場浜は、本件発電所の重要な安全機能を有する施設である耐震Ｓクラスの非

常用取水路の近傍（甲１６０、２頁から読図するとおよそ２１０メートル程度の距

離である）にある（なお、設置許可基準規則（甲１８２の１）３条１項より、「耐

震重要施設）は同規則２条９号の「重要安全施設」に該当し、従って「敷地内及び

敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」にいう「重要な安全機能を有す

る施設」に該当するので、耐震Ｓクラスの非常用取水路は「重要な安全機能を有す

る施設」である）。前記２で述べた敷地内及び敷地極近傍における地盤調査にかか

る設置許可基準規則・審査ガイドの記述によれば、台場浜トレンチ内の破砕部が「将

来活動する可能性のある断層等」に該当するため、「基礎地盤及び周辺斜面の安定

性評価に係る審査ガイド」（甲２２６）に基づいて、広域的な隆起、沈降等を含め

て地盤の変形を照査し、また局所的な基礎地盤変形も含めて、支持地盤の傾斜や撓

みにより重要な安全機能を有する施設が重大な影響を受けないことについて安全

側に評価しなければならないのである。 

しかるに、原子力規制委員会においては、評価書案（甲２２５）において、台場

浜トレンチ内のずれは「将来活動する可能性のある断層等」であるが、重要施設の

直下にまで続いていないと記載しているだけであり、台場浜トレンチ内のずれによ

り重要な安全機能を有する施設が重大な影響を受けないことについては具体的な
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評価を行っていない。相手方も、台場浜トレンチ内破砕部についてはこれらの安全

性について具体的な検討を行っていない。広域的な隆起、沈降については、本件発

電所が、敷地近傍に存在するＦｏＡ、ＦｏＢ、熊川断層による変形帯の上盤側に位

置しており、これら活断層の活動によって引きずられて敷地内台場浜の「将来活動

する可能性のある断層等」が動き、地盤に変位を与える可能性が高いこと、またこ

れにより局所的な基礎地盤が変形する可能性を専門家が指摘している。とりわけ台

場浜は海の活断層の近くに位置しており、これら活断層の影響を受ける可能性が高

い。しかし、相手方はこれらについて具体的な検討を行っておらず、従って本件の

審理でも一切主張疎明していない。 

 

（３）評価書案「３．まとめ」（甲２２５、１７頁）は、「なお、今回の評価は敷地

内のＦ－６破砕帯を対象としたものであり、敷地内の他の破砕帯、敷地近傍及び周

辺に分布する断層の活動性については、別途、新規制基準適合性の審査で十分な検

討が必要と考える」と、釘を刺している。本件発電所の敷地内には、Ｆ－６以外に

１４もの破砕帯があるが（甲２２５、３１頁、図２。次頁図）、これらについて何ら

評価をしていない。当日の評価会合で委員から、Ｆ－６以外の破砕帯の活動時期に

ついて評価を問われたが、相手方は「Ｆ－６が最も長い破砕帯なので、Ｆ－６で代

表させて評価した。他の破砕帯は短いもの」とのみ答え、他の原子炉の真横を走る

破砕帯等の活動性については評価していないことを認めている。 

このように、相手方は「敷地内の他の破砕帯」について具体的に安全性を検討し

ておらず、今後の審査で検討されることとなった。 
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４ まとめ 

  以上より、大飯３・４号機について、相手方は敷地内に断層露頭が存在し、「将来

活動する可能性のある断層等」と評価される台場浜トレンチ内の破砕部について、

「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」に基づき、地殻の広域的

な変形（隆起、沈降及び水平変位）及び局所的な基礎地盤変形も含めて、支持地盤

の傾斜や撓みにより重要な安全機能を有する施設が重大な影響を受けないことにつ

いて安全側に立った評価を示さなければならないところ、それが全く行われていな

いので、設置許可基準規則（甲１８２の１）３条３項の「耐震重要施設は、変位が

生ずるおそれがない地盤に設けなければならない。」という条件に適合していること

の確認がされていないため、設置許可基準規則３条３項に違反する。 
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